
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年４月２８日 

松  本  市  議  会 

ＡＩを活用した水道管路診断の

実施に関する提言書 
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１ はじめに 

松本市の水道事業は大正１２年の給水開始1以来、人口増加や都市の発展に応じた拡張

を行いながら、安全で良質な水道水を供給することで、城下町の市民生活、都市機能、

産業活動を１００年にわたり支えてきました。近年、水道事業を取巻く環境は大きく変

化し、全国の水道事業体が、水需要の減少、施設老朽化、担い手不足等の課題に直面し

ています。こうした課題に対応し、水道の基盤強化を図る目的で、平成３０年１２月に

改正水道法2が成立しましたが本市においても人口減少が続く見通しとなっており、水道

料金収入の減少3が見込まれる一方で、過去に集中的に整備した管路や主要浄水場の更新

時期が順次到来します。さらに施設の更新需要増大に対応するためのマンパワーについ

ても、ベテラン職員の退職による技術継承等の課題があります。これまで本市水道事業

は、様々な経営効率化の取組みにより健全な経営を維持してきましたが、こうした課題

に対応し、将来にわたって水道事業を持続していくためには、更なる経営改善策を講じ

る必要があります。 

安全な水道水を安定的に供給していくという使命を果たすため、耐震化等といった施

設の機能向上だけでなく、老朽化による更新需要の増大や漏水等のリスクの増大、水需

要の減少に合わせた施設再構築といった課題に対応していかなければなりません。水道

料金収入の減少という当面の課題と、将来に向けた更新財源の確保や、長期的な財政収

支の均衡といった課題もありますが、マンパワーや更新財源の課題が解決できなければ、

施設の適切な維持管理・更新が難しくなり、将来的にはサービス水準が維持できなくな

る恐れがあります。こうした多様な課題に対応しながら各事業を着実に推進するために

は、これまで蓄積してきた「情報・ノウハウ」、優先順位に応じた市民や事業者、他の水

道事業体との「ネットワーク」といった経営資源も効果的に活用する必要があります。

現在本市では、令和２年度に策定した「松本市水道事業基本計画及び更新計画」に基づ

き、水道管路の更新を実施しています。更新計画は既往の計画を推進することを前提に、

基幹管路耐震化事業および老朽配水管改良事業を推進していますが、現有資産の状況を

的確に把握し、できるだけ長く使うための長寿命化を進めるとともに、施設の点検・診

断結果を踏まえて適切な時期に更新を行うことで、適正なリスク管理、ライフサイクル

コストの縮減、財源の確保の３つの要素についてバランスの取れた、持続可能な水道事

業を確立しなければなりません。 

本市では更なる費用削減の取組みや、管路更新率を向上するため基幹管路、重要給水

施設管路耐震化事業を進めるに当たり、次期計画や施設の優先順位などを考慮し、計画

的な更新に努めています。そのような中、建設環境委員会においては、行政視察等を通

して先進都市の事例や新技術の動向を調査し、本市でＡＩを活用した水道管路診断を実

施する場合の効果と課題の整理を行いました。その結果、最新の先端技術を活用した業

務の効率化が必要であると判断し、調査・研究を進めてきたものです。 

                                                      
1 令和５年度版市政概要（https://www.city.matsumoto.nagano.jp/soshiki/213/133851.html） 
2 水道法の一部を改正する法律（平成３０年法律第９２号） 
3 第２期松本市水道ビジョン p84 
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２ 調査研究の経過 

  Ｒ６． ５．３１ 令和６年度建設環境委員会調査研究テーマについて協議 

      ７． ９ 令和６年度建設環境委員会行政視察事前学習の実施 

７．２４ ㈱ＷＯＴＡ 行政視察（小規模分散型水循環システムについて） 

        ２６ 宮城県   行政視察（上工下水一体官民連携事業について） 

〃 仙台市   行政視察 

（ＡＩや機械学習を使った管路更新最適化サー 

ビスについて） 

      ８．２０ 令和６年度建設環境委員会調査研究テーマについて協議 

９．１３ 令和６年度建設環境委員会調査研究テーマについて協議 

     １０．１６ 理事者との意見交換 

     １１．１９ 中間報告案の検討 

     １２．１９ 中間報告の成案を作成し、議長に提出 

         〃 全議員に中間報告を配布し、意見募集 

   ７． １．１７ 長野市   行政視察（オンライン） 

      ２． ６ 政策提言に向けた協議 

１０ 愛知県豊田市への調査を実施 

３．２８ 松本市議会議員全員で構成する政策討論会において政策提言書素 

案を討論 

４． ９ 政策提言書案を議会運営委員会に協議 

 

３ 他市の事例 

 ⑴ 仙台市4 

  ア 仙台市の現状と課題 

仙台市水道局では約４，５００キロメートルの管路を保有しており、拡張期に集

中的に整備してきた多くの管路が今後、更新時期を迎える状況です。また、更なる

水需要の減少により経営環境が厳しさを増す中、将来にわたり持続可能な経営を目

的としてアセットマネジメント5を推進しています。現在は、管種区分ごとに想定使

用年数を設定し更新需要見通しを算出していますが、更なるアセットマネジメント

の高度化に向け、管路の劣化予測や中長期的な更新需要見通しの精度向上が課題と

なっています。これらの課題へ対応するために、ＡＩを活用した管路の老朽度分析

を行い、その結果を元に短期事業で優先的に更新すべき管路の抽出と長期的な管路

更新需要や管路更新事業効果の算出を実施しています。 

                                                      
4 水道管路のアセットマネジメントにおける AIの活用について(https://www.suidou.city.sendai.jp/ 

nx_html/01-jigyou/01-704.html) 
5 資産の状況を的確に把握し、中長期的な予測を行うとともに、最適な補修や更新により施設を効率的

に管理運営していくための手法(https://www.suidou.city.sendai.jp/nx_html/01-jigyou/01-

704.html) 
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  イ 仙台市における実施体制 

    民間事業者の保有する技術・知見を活用した管路の劣化予測により、想定使用年

数や将来リスクの把握、中長期的な更新需要の把握を行い、事業計画等への活用を

目的として業務委託により実施しました。業務委託受託者は公募型プロポーザル方

式により応募のあった６社から選定しています。 

   (ｱ) 発注形態       公募型プロポーザル方式6 

   (ｲ) プロポーザル応募業者 ６社 

   (ｳ) 受託者        丸紅株式会社 環境インフラプロジェクト部 

   (ｴ) 契約期間       令和５年６月２２日から令和６年３月２７日まで 

   (ｵ) 業務内容       管路の老朽度評価他 Ｌ＝４，５００キロメートル 

 ウ 業務委託内容 

   (ｱ) ＡＩを活用した水道管の破損確率算出 

     管路の将来にわたる老朽度を把握するためＡＩを活用し、令和７年以降１００年

間の破損確率を算出しています。 

     
   (ｲ) 想定使用年数の設定 

      従来は想定使用年数を管種区分ごとに設定していましたが、ＡＩを活用して算

出した破損確率に基づき、また管種毎の技術特性を加味して管路１本ごとに想定

使用年数を設定しています。    

 

                                                      
6 広く参加者を募集し、参加申請があった者の中から資格要件を満たした者により実施する方式(松本

市プロポーザル方式の実施に関するガイドライン) 
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   (ｳ) 重要度・更新優先度評価 

     管路の破損時の影響を考慮して管路ごとの重要度を評価しています。また、老朽

度（破損確率・想定使用年数）と重要度を併せて更新優先度を評価し、短期事業で

優先的に更新すべき管路を抽出しています。 

   (ｴ) 更新シミュレーションによる事業効果の算出 

    更新シナリオを設定し、管路更新をシミュレーションすることで想定漏水件数や

更新事業費及び事業効果（１６種類の指標）の１００年間の推移を算出し、現状か

らの変化（影響量や影響時期）の見える化を実施しています。 

     

  

 

 

 

 

 

 

 

 エ ＡＩ導入の成果 

   (ｱ) ＡＩを活用した水道管路における漏水発生リスクの見える化 

    管路の材質や埋設時期、過去の漏水履歴、埋設環境等の因果関係をＡＩで分析す

ることにより、管路１本ごとの漏水リスクを把握することが可能となり精度が向上

しています。 

   (ｲ) アセットマネジメントの高度化 

    ＡＩによる分析から管路１本ごとに対して想定使用年数を評価し、その結果に

基づく長期的な管路更新需要や事業効果を分析する国内初の取組みとのことです。 

 オ 今後の取組み 

   (ｱ) 成果の活用 

    ＡＩによる分析結果を基に、様々な条件による管路更新のシミュレーションを

行うことで、将来の漏水件数や発生時期の見通しを算出することが可能となって

います。今後、このシミュレーションを踏まえ、漏水リスクの高い管路から優先

して更新する等により大規模断水等のリスクを抑制しながら、保有している管路

を可能な限り長く使用することで、ライフサイクルコストの縮減を図っています。 

   (ｲ) 更なる分析精度の向上 

    ＡＩによる分析においては、インプットデータの量や質が精度に大きな影響を

与えるため、今回の分析により得られた知見を基に、データの更なる充実と改善

を図ります。 

   (ｳ) 担当者の見解 

    ＡＩ予測モデルは、破損確率上位１％で比較すると、経年モデルに比べて５倍

の精度を確認できており、非常に精度の高いモデルを構築できたと考えていると

のことです。 
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 ⑵ 長野市 

  ア 老朽管の現状と診断対象管路について 

   (ｱ) 幹線管路の更新には水運用の調整が必須⇒施設整備計画に基づいて計画的に実

施しているとのことです。 

(ｲ) 全ての老朽管解消には３０年以上を要し、その間にも劣化は進むため、破損リ

スクは高まっていきます。 

(ｳ) 配水支管更新の全体計画が存在せず、管路の選定に多くの労力を要しています。 

(ｴ) 限りある予算をより効果的に執行するため、説得力のある選定根拠が必要です。 

   (ｵ) 令和７年から４０年間は布設替え対象となる老朽管は発生しません（昭和６０

年以降に布設した管はポリエチレンスリーブを採用、耐用年数を８０年に設定、

更新対象は令和６年に法定耐用年数を迎える昭和５９年までに埋設された管）。 

  イ 事業化路線の選定方法と課題 

(ｱ) 古い順＋修繕履歴等を加味し、全国的に一般化している判断基準により選定し

ています。 

(ｲ) 埋設管の劣化状態を確認の上、選定することが望ましいですが、時間と費用が

膨大で市民生活への影響も大きくなっています。 

(ｳ) 課題 

・ 古くても健全な管と新しくても劣化が進んだ管とが存在しています。 

・ 同じ布設年度でも場所によって劣化の度合いが異なります。 

・ 更新すべき管が取り残され、まだまだ使える管を更新しているのではとの疑

念を抱いているとのことです。 

  ウ 業務委託の契約状況 

   (ｱ) 発注形態  公募型指名競争入札（物品契約） 

   (ｲ) 入札業者  ２社 

   (ｳ) 受託者   フラクタジャパン株式会社 

   (ｴ) 契約期間  令和６年８月２８日から令和７年３月１４日まで 

(ｵ) 業務内容  配水支管の劣化予測診断 Ｌ=３８０キロメートル 

  エ 担当者の見解 

   (ｱ) 更新する管路の選定には大きな労力が必要となりますが、今回の予測・診断の

結果が正しかった場合には、費用対効果は大きいと考えているとのことです。 

   (ｲ) 長野市においても管路に係るデータの欠損はありましたが、予測・診断を行う

業者側でデータが不明な管路の前後の管種や口径等から代替データを算出し、診

断を行っています。データの欠損があったとしても予測・診断が可能な場合もあ

るとのことです。管路に係るデータ量が限定的な自治体もあるそうですが、業者

側も予測・診断を実施した自治体から集めたものを基に、平均化されたデータを

当該データの少ない自治体に当てはめて予測・診断を行っているとのことでした。 

   (ｳ) 予測・診断モデルの構築に当たっては、複数のモデルを用いて、過去３年分の 

データを取り込み、３年前を起点として、その後の３年間で実際に起こった漏水等

をどのモデルで解析した場合が一番補足できるかを検討し、その中で一番精度の

高いモデルを採用するという形にしたとのことです。 
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 ⑶ 豊田市7 

  ア 業務委託の契約状況 

   (ｱ) 発注形態  特命随意契約 

   (ｲ) 受託者   フラクタジャパン株式会社 

   (ｳ) 契約期間  令和２年５月２２日から令和３年３月１２日まで 

(ｴ) 業務内容  水道管の劣化予測診断 Ｌ=３，６４３キロメートル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ ＡＩ水道管劣化予測診断ツール導入による効果 

   (ｱ) 管路更新の順位付け 

    ・ 布設年度は新しいですが、劣化が進行しているため、前倒しで更新する管路 

    ・ 布設年度は古いですが健全な状態を保っており、更新せずに延命化する管路 

     ⇒それぞれの管路状況が明確化され、整備管路の優先順位が決定されています。 

   (ｲ) 同時期に劣化予測診断ツールを導入していた東邦ガス株式会社と劣化予測診断

結果を共有し、施工を同一時期に調整したため、管路更新工事に係る舗装復旧費

用の削減が可能になるとともに、社会的影響度（工事期間が別々になることに伴

う住民への影響等）が緩和されました。 

   (ｳ) 熟練職員の経験知、暗黙知をデータ化し、ＡＩを活用して客観的要因による分

析を実施した結果、次世代への継承が可能となりました。職員間の技術の継承は、

持続可能な水道管網を構築する上で必要な知見となることから、引き続き取り組

む必要があると考えています。 

                                                      
7 第 3回水道イノベーション賞【特別賞】

(http://www.jwwa.or.jp/info/pdf/kaisei_suidouhou/06_14_ai_tool.pdf） 
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４ 本市の取組状況 

 ⑴ 基幹管路耐震化事業 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ア 大規模災害に備え、まず基幹病院への配水管の耐震化を推進しています。 

イ 管路耐震化工事は、災害対応病院に接続する重要給水施設管路を最優先に更新 

しています。 

ウ 災害対応病院への配水ルートを検討し、重要度によって更新優先順位を選定してい 

ます。 

エ 更新優先順位に基づき年次計画を検討しています。 

 

 ⑵ 重要給水施設管路耐震化事業 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 重要給水施設管路は導水・送水・配水本管の基幹管路および配水支管の中から、 

医療機関や避難所等の重要給水施設に給水するものを選定して基本的に設定します。 

イ 重要給水施設の優先度は以下のとおりとします。 

    災害対策病院・・最優先 

    医療救護所・・・優先 

    指定避難所、福祉避難所、公共機関 
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 ⑶ 老朽配水管改良事業 

    

 

 

 

 

 

 

   

ア 有収率の向上と水圧低下を防止するため、昭和４２年以前に布設された普通鋳 

鉄管（ＣＩＰ）の計画改良事業を昭和５２年度より実施しています。 

イ 平成２８年度からは、中心市街地に残る老朽配水管１７キロメートルの改良事 

業に取り組み、令和１４年度末に完了の予定となっています。 

 

 ⑷ 水道管路更新率について 

    

 

 

 

 

 

  ア 平成２９年度に策定した「松本市水道事業アセットマネジメント」で、更新需要

の目安として管路更新事業量年間８キロメートルから１２キロメートルと示されて

います。 

  イ 基幹管路、重要給水施設管路耐震化事業については、次期の計画や施設の優先順

位などを考慮し、計画的に更新を進めていくとのことです。 

  ウ 老朽配水管改良事業については、上水道単独で施工を行える場所が令和９年度末

完了の見込みとなっています。 

 

 ⑸ 松本市独自の標準耐用年数の設定について8 

   法定耐用年数に基づいて更新すると、５０年間の更新費用は、総額約２,２２８億円

となり、単年度に平均すると約４５億円となります。しかし、この事業費は現実的な

数字ではなく、実使用期間は法定耐用年数よりも長い期間使用していることから、法

定耐用年数に頼らない松本市独自の標準耐用年数を設定し、より現実的な更新需要に

ついて検討しています。 

   具体的には、管体腐食度調査の結果から腐食土壌以外の調査において「標準的な腐

食状況である」と判断し、他都市の状況を参考に、法定耐用年数（４０年）の１．０倍

から２．５倍（４０年～１００年）としています。 

                                                      

8 松本市水道事業アセットマネジメント p6 
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５ 先端技術を用いた水道管路診断等の現状 

  冒頭にも記した水道事業を取巻く様々な課題は、本市に限ったことでなく、全国共通

とも言えるものです。各自治体はこれらの課題に対応するべく、目覚ましい速さで進化

している先端技術を導入・活用し、対策を始めています。今回提言をするＡＩを活用し

た水道管路診断（管路の劣化度診断）以外にも先端技術を用いた水道管路診断の手法は、

目的やニーズに応じて複数存在するため、それらの動向を注視する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  本市において、今後を見据えた課題の精査を行い、必要に応じて漏水リスクの評価も

含めた診断手法を導入する、複数の手法を組み合わせて実施するなど、新しい技術に対

してアンテナを高くし、積極的な情報収集に努めるとともに、先端技術を用いた水道管

路診断等の更なる調査・研究を要望します。 

   

 ６ 考察 

  行政視察及び調査・研究を通じて知り得た、先行自治体における実施内容、各自治体

担当者の思いや考え、本市水道事業の状況等を整理し、総合的にまとめると、ＡＩを活

用した水道管路診断を実施するに当たり、期待される効果と課題は次のとおりです。 

 

 ⑴ ＡＩを活用した水道管路診断を実施する上での効果 

  ア 技術の継承 

これまで水道事業を支えてきたベテラン職員の持つノウハウや技術は、その継承

に際して、文書化・引継ぎに困難が伴うものです。ＡＩの活用に当たり、これらの

ノウハウや技術を可能な限り引き出した上で、機械学習を行い、「見える化」・「デー

タ化」を進めることが可能となれば、次世代への技術の継承が可能となり、今後見

込まれる担い手不足の打開の一助となると考えます。具体的には、①職員へのヒア

リング等により、それらを音声化、テキスト化し、機械学習をさせる。②過去に対

応した事故に要した人員・時間・給水車台数等から、職員の事故対応活動の規模を

定量化することなどが考えられます。 

また、組織力強化のためのナレッジマネジメント9の一環としても、ＡＩを活用す

ることのメリットは大きいと考えます。 

                                                      
9 第２期松本市水道ビジョン p91  

＜様々な水道管路診断等の手法の例＞ 
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  イ コストの削減 

    ＡＩの活用により、将来の管路の劣化予測が可能になるとともに、劣化度によっ

て管路更新の優先順位を付けることが出来るようになり、長期的な修繕計画を策定

することができるようになります。このことは、過剰な修繕を防ぎ、予算の平準化

に寄与します。第２期松本市水道ビジョンの中でも記載のあるとおり、水道管路の

漏水は経済的な損失に直結します。10松本市アセットマネジメントにおいて本市独自

の標準耐用年数を設定しているとはいえ、これを超過する管路が増加していくこと

が見込まれることから、予防保全の考え方に基づく管路更新事業を補強する上でも

ＡＩを活用することの必要性は高いと考えます。 

 

 ⑵ 本市における課題 

   ＡＩを活用した水道管路診断を実施するに当たっては、自治体で保持している管路

に係るデータを診断業者に提供する必要があります。提供する主なデータは、①管路

の基本情報に関するデータ（布設年度、口径、継手等）、②管路の破損事故履歴に関

するデータ（腐食、地震等の災害、水圧等）、③環境データ（土地利用種別、地盤、

河川からの距離等）等があり、これらのデータをＡＩに取り込み、機械学習をさせる

ことで、予測モデルを構築することが可能となります。 

本市では、特に合併地区において、管路に係るデータの欠損が見受けられます。 

データに欠損がある場合、管路劣化状況の予測・診断を行う業者によっては、正確な

診断ができない可能性があります。そのため、業務範囲の設定及び発注に当たっては、

以下の点を考慮し、対応可否を見極めながら進めることが望ましいと考えます。 

  ア 発注方法 

    本市では、先述のとおり、特に合併地区においてデータの欠損が生じているため、

ＡＩを活用した水道管路診断業務を実施するに当たっては、その発注段階において、

業者の持つノウハウ、自治体における実績、本市に対する提案内容（特にデータが

欠損している場合の対応の可否）等を吟味し、プロポーザル方式11により業者選定を

行うことが望ましいと考えます。さらに、本業務においては、本市の個別事情を考

慮し、対応いただく必要があることから、「民間事業者の創意工夫の発揮」を実現す

るため、性能発注が望ましいと考えます。 

  イ 業務範囲 

業務範囲（予測・診断を行う範囲）の検討に当たっては、予測・診断結果と管路

の実際の劣化状況を比較検証の上、実施することが望ましいと考えます。例えば、

旧市内を先行して実施し、予測・診断結果の精度が確認できたところで他地区へ範

囲を広げ、実施する等、管路に係るデータの欠損を踏まえた対応が重要と考えます。 

 

                                                      
10 第２期松本市水道ビジョン p59 
11 その性質又は目的が価格のみによる競争入札に適しないと認められる場合において、実績、専門

性、技術力、企画力、創造性等を勘案し、総合的な見地から判断して最適な事業者を選定するため、

当該委託業務等に係る技術提案書の提出を受け、当該委託業務等の履行に最も適した候補者を決定す

る方式（松本市プロポーザル方式の実施に関するガイドライン） 
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７ 提言 

 ⑴ 自治体に求められること 

松本市の水道事業は、大正１２年に給水を始め、市民生活を支える重要なライフラ

インとして、１００年以上にわたり水を供給して、市民の命を守ってきました。 

今後多くの水道設備や管路が更新時期を迎え、老朽化による施設の更新や管路の耐

震化のために多額の資金が必要となります。一方、人口減少や節水志向に伴う水需要

の減少により水道料金収入は毎年減少傾向にあり、経営環境は厳しさを増しています。 

   このような状況を踏まえ、これからの水道事業経営に向けて自治体に求められるこ

とは、上水道であれ下水道であれ、事業を将来にわたり持続可能なものにするための

経営の健全化です。既に各自治体ではサステナブルな水道事業を目指し、様々な取組

みを進めています。 

特に水道事業は専門性が高い業務であることから、将来にわたって事業が持続可能

であるためには、人材育成や技術継承が大変重要となります。膨大な費用が発生する

管路の更新事業や、保守管理における水道ＤＸの推進、老朽化・災害対応・施設再編

など、水道事業の課題解決に向けた取組み、持続可能な水道事業を実現するための官

民連携施策など、サステナブルな水道事業の実現に努める自治体の姿勢が求められて

います。 

 

 ⑵ 管路の更新に係る最適な手法 

   本市における水道施設の耐震化率は、令和５年度末で基幹管路が４０．８％、配水

地が６２．３％でほぼ全国並みですが、令和６年１月の能登半島地震は記憶に新しい

ところです。数か月に及ぶ断水が発生し、未だに復旧していない所も多くあります。 

水の問題は、命に直結します。災害の際、特にお年寄りは断水下での生活を長くは

続けられません。昨年の令和６年能登半島地震では、復旧を困難にしたのは、耐震化

の遅れと言われています。浄水場などからの基幹管路の耐震化が未整備であったため、

広範囲で断水が発生しました。自然災害に備え、被害を最小限に抑えるためにも、耐

まつもと水道 100周年のキャッチコピーとロゴマーク（令和５年） 
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震化を着実に進める必要がありますが、耐震化には多額の費用がかかります。 

   本市の水道管路の延長は約１，８２０キロメートル、うち法定耐用年数の４０年を

超えた管路延長は４０６キロメートルで管路全体の２２％にあたります。 

管路更新率は、当該年度に更新した管路延長の割合を表すものですが、本市では令

和４年度の更新率が０．２７％であり、令和３年度の全国平均値である０．６４％と

比べて低く、進んでいないのが現状です。 

   本市では老朽化した管路更新に当たり、現在は基本的に埋設年度を基にして更新を

行っていますが、現実的には、埋設年度は古いが比較的管路の状態が良く、使用でき

るものもありますし、埋設年度は比較的新しいが、腐食・劣化が進んでいるものもあ

ります。その結果、本来更新すべき管路が更新されず、まだまだ使用できる管路が埋

設年度の古い順で更新されてしまうことも起こり得ます。 

   そこで、管路更新に当たっては、埋設年度による更新ではなく、管路の劣化を予測

し、効率的に管路の更新を行うため、『ＡＩを活用した水道管路診断の実施』が最適で

あると考えます。 

 

 ⑶ ＡＩを活用した水道管路診断実施の必要性 

   令和７年１月２８日に埼玉県八潮市で起きた下水道管破損に起因する道路陥没事故

では、周辺住民に対し、避難要請や下水道使用自粛の呼びかけがされ、改めて上下水

道管路破損の影響の大きさを痛感する機会となりました。この事故は下水道管に係る

事故ではありましたが、水道管路であっても、飲料水や生活用水の供給停止に陥ると

すれば、住民は水を使うことが出来なくなり、生活に重大な影響を及ぼします。今回

の事故を教訓とし、今後の取組みに活かすことが必要ではないでしょうか。 

   行政視察及び調査を実施した自治体の中で、豊田市は全国に先駆け令和２年度に、

仙台市は令和５年度に、長野市は令和６年度にそれぞれＡＩを活用した水道管路診断

業務を実施しています。本技術は開発されて間もない技術ですが、ＡＩ活用の成果は

老朽化等による漏水リスクの見える化、アセットマネジメントの高度化、予算の効率

化等、各自治体とも顕著であり、大きな費用対効果が得られると試算がされています。 

   仙台市では、経年モデルに比べて５倍の精度を確認しており、古くなったものを更

新する従来型よりも非常に効率的です。また、管路のダウンサイジングについても、

更新管路の口径を一律に１ランク縮径するパターンの分析を実施し、更新事業費を 

１３％低減できる算出結果が出ています。さらに、今後の水需要の減少に伴い最適化

の一環として、管口径の縮径や並行している２条敷設されている管路の１条化にも取

り組んでいます。 

   劣化予測モデルの構築に当たり、長野市では業者への提供データが、敷設年度、延

長、口径などの管路情報と破損事故履歴のみでした。一方、本市で平成１７年に合併

した村においては、ほとんどデータが無いか、データが引き渡されていないという話

には驚きを禁じ得ません。公共事業であり、特定の業者しか入れない工事にも関わら

ず、図面や写真が残っていないというのは、あってはならないことだと指摘しておき

ます。 

管路破損履歴のデータが残っていないということは、老朽化していると思って掘り
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上げた管路が補修済みだったという事も出てきます。 

市内も含め、管路に係るデータがどのくらいあるのか、ない部分もあるのか、きち

んと整理した上で、市民にホームページなどを通じて、「見える化」していただくこと

を要望します。 

仙台市では長野市の提供データに加え、地質データも提供しており、より精度が上

げられるとのことでした。業者によっては、欠損したデータを他自治体から集めた 

データを平均化した代替データにより補完できるということですので、一概に解析で

きないということではないようです。 

こうした取組みは、まだ全国的に始まったばかりですが、水道料の値上げが視野に

入る中、経費の削減に役立つものと考えられるため、今回ＡＩを活用した水道管路診

断の実施を提言するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ おわりに 

本市の水道事業の収支は、令和７年度以降、給水に係る費用が水道料金による収入を

上回る、いわゆる原価割れに陥り、赤字が続く見込みです。現在は一定の内部留保資金

があり、当面はこれを赤字に補填することにより事業は継続できますが、将来的には、

事業の継続が困難な状態になります。 

令和７年の収益予想は、純損益でマイナス２億３，０３５万円、令和１４年には、マ

イナス６億２，４００万円の年間赤字が予想されています。 

こうした水道事業をとりまく背景から昨年、令和６年５月２１日の建設環境委員会に

おいて、松本市上下水道事業経営審議会に水道料金値上げについて諮問する事が承認さ

れました。 

梓川の清流と穂高岳 
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本市の水道料金は昭和６３年から３０年以上にわたって値上げされておらず、市民の

皆様に、この諸物価高騰の経済情勢の中でご負担をいただく検討が始まっています。 

そうした中、水道事業に係る経費の節減は喫緊の課題です。 

先進的な自治体の例を見ると、今やＡＩの活用により見える化された更新計画の下、

財政基盤の強化を図り、生活に欠くことのできない水道水を将来にわたり市民に安定し

て供給していくことが、自治体における水道事業の目指すべき姿だと思います。 

漏水に対し管路を全て更新するという解決策は非現実的で、大規模な更新工事を行う

と水道料金の値上げという形で市民に跳ね返ってしまいます。しかし、このまま放置す

ると新たな漏水事故を引き起こすというリスクを常に抱えることになってしまいます。 

本市においても先進地に習い、今後１００年間の水需要予測および財政収支見通しを

さらに精査し反映していくとともに、一刻も早くＡＩを活用した効率的な業務執行に着

手することを願います。 

人口減少が進む中、施設整備・更新を着実に進め、経済・社会・環境の観点で持続可

能性に配慮しながら事業運営に取組むことが、本市水道事業の基本理念である、   

「おいしい水をそのままに 未来へつなぐ安全・強靭な水道」の実現に向けての一歩とな

ることを確信しています。 

 

 

第２期水道ビジョンの基本理念と基本目標 


